
参議院選挙における合区の解消に関する決議

参議院は、創設時から一貫して「都道府県」単位で代表を選出し、地方の声を

国政に届けるという重要な役割を果たしてきた。

そのような中、平成２８年７月に実施された参議院における憲政史上初の「合

区選挙」では、投票率の著しい低下など、様々な弊害が顕在化し、特に、自らを

代表する議員を選出できなかった県民からは、大きな失望の声が上がっており、

国民の参政権にも大きく影響を及ぼす事態となった。

次期参議院選挙を来年に控え、７月１８日に成立した改正公職選挙法により、

「各都道府県の代表が選出されない事態を回避する」という緊急避難措置が講じ

られたが、合区の解消には至っていない。

我々は、これまでも、合区による選挙が二度と行われることのないよう、地方

六団体合同による「合区の早期解消促進大会」を開催するなど、地方の切実な思

いを、国に対して繰り返し、訴えかけてきたところであり、引き続き、憲法改正

等の抜本的な対応による「合区の確実な解消」を強く求めるものである。

なお、一部反対意見（大阪府）及び賛同できない旨の意見（愛知県）があった

ことを申し添える。
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【全国知事会決議】



 

地方自治の充実による目指すべき地方（国家）像 

 

 

 

 今、我が国は、戦後の高度経済成長・安定成長期を経て、急激な人口減

少問題に直面しており、「少子高齢化」と「都市部への人口集中」が進み、

地方が活力を失いつつある。 

このような中では、「国民主権」の原則に基づく、主権者たる国民であ

る住民が参画する「地方自治」のさらなる発展により、地方が元気を取り

戻し、地方の力を日本の活力として引き出していく新たな国家をつくるべ

きであり、国・地方が総力を挙げて「地方創生」の実現に向けて取組むこ

とが肝要である。 

地方自治法が昭和２２年５月３日に施行されて以来、７０年を経過し、

この間、「機関委任事務の廃止」や「国と地方の協議の場の法制化」など、

「国と地方は対等」といえる関係に変遷しており、もはや、地方の存在無

くして、国民主権を全うすることはできない。 

この変遷を踏まえれば、地方自治の権能は、国民主権を全うする手段と

して、住民から地方公共団体へ直接授権されたものと考えるべきである。 

しかし一方で、現行憲法においては、地方自治に関し、第８章として、

第９２条をはじめ４条が定められているものの、具体的には、「地方自治

の本旨」など、あまりにも抽象的・理念的であり、このことが様々な混乱

を招いていることから、全国知事会は、憲法における地方自治の本旨の明

確化等、地方自治の充実に向けて、国民的議論の喚起を求めていくもので

ある。 

この地方自治の充実こそが、いずれの地域においても夢を実現すること

が可能となる地域を形成し、その繋がりが、この国の本来あるべき姿を実

現することになるとの認識のもと、憲法をはじめ、地方自治の充実に向け

た議論の基本とすべく、次のとおり「地方自治の充実による目指すべき地

方（国家）像」を提起する。 

 

 

 

 

 



 

記 

 

 

【地方（国家）の目指すべき方向】 

〇憲法第１３条の趣旨を踏まえ、 

住民一人ひとりが、個人として尊重されるとともに、 

自らの意思に基づき、地方自治に参画し、それぞれの地域において、 

自由及び幸福を追求できる国であるべき。 

 

【国民主権の原則に基づく地方自治の国政における尊重】 

〇主権者たる国民は、地方公共団体の住民である。 

国民主権の原則に基づき、住民が参画する地方自治の発展こそが、 

 我が国の民主主義を発展させ、国民福祉の増進を最大化するものであり、 

 地方自治は、国政の三権（立法、行政、司法）との関係において最大限、

尊重されるべき。  

 

【地方公共団体の権能】 

〇地方の統治を担う地方公共団体は、住民に身近な公共的事務について、 

 国民主権の原則のもと、住民から直接授権されている観点から、 

 自主的かつ自立的に処理する固有の権能が保障されるべき。 

 

【国の役割】 

〇国は、国家としての存立に関する役割及び 

全国的な視点を必要とする政策に関する役割を担うことを基本とする。 

 

【地方の自主性及び自立性を高める国との役割分担等】 

〇国と地方は、対等関係のもと、地方の自主性及び自立性が十分に 

発揮されるよう、協議による適切な役割分担を図り、 

連携・協働し、地域の発展に努めるべき。 
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